
農中総研　調査と情報　2017.9（第62号）24

〈レポート〉農漁協・森組

主任研究員　若林剛志

組合員数の減少と専門農協の進路

組合であり、1995年３月末より2,071組合減少
している。すなわち21年の間に専門農協の数
は半分以下に減少している。第１表は組合数
の増減要因を見たものである。総合農協と専
門農協との違いは、減少要因としての「普通
解散」と「解散命令による解散」に表れてお
り、その数の多さは総合農協より専門農協で
顕著である。「解散命令による解散」は、活動
実態がないことを理由に当該農協を認可した
所管庁から命令が発せられる。「普通解散」の
うち614と最も多い「総会の議決」による解散
には様々な理由が含まれる。そのなかには発
展的な解散も含まれるであろう。しかし、212
と次に多い「組合員の減少」は、組合員数が

1　専門農協の進路
農業者（組合員）が農業によって生計を立て

るために経営規模の拡大が進み、それと同時
に農業者数（組合員数）が減少して、将来的に
組合員数が農協法の求める15人という水準を
満たさなくなる可能性があることを前提に専
門農協の進路を考えてみたい。
統計の整理上、信用事業を行う農協と定義

される総合農協は、一部を除き地域の切れ目
なく組合員へのサービスを提供し続けている。
既存の総合農協が解散しても、その地区では
合併により設立された新たな総合農協が引き
続き組合員へのサービスを提供している。し
かし、総合農協以外の全ての農協が含まれる
専門農協の場合は、総合農協や他の専
門農協と統合せずに解散することも多
い。その場合は、その専門農協が担っ
ていた役割や事業が地区からなくなっ
てしまう。
専門農協の進路は各組合の組合員自

らが決めることであり、組合員から必
要とされ続けることが組合の目指す道
である。組合合併による組合員数の維
持や事業規模の拡大のほか、やむなく
解散を決議することも選択肢のひとつ
であろうが、ここでは実例を基にして
組合員数の減少に直面した専門農協が、
地区内で何らかの形で事業を継続して
いく場合の進路を例示する。

2　組合減少要因の顕著な違い
「農業協同組合等現在数統計」によれ
ば、2016年３月末の専門農協数は1,667
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吸収合併解散 436 518 502 16
設立合併解散 1,861 1,968 1,967 1
認可後登記前認可取
消による解散 － 4 2 2

承認取消解散 － 9 4 5
解散命令による解散 7 906 434 472
定款変更 100 117 115 2
行政区域の変更 3 4 4 －
計 2,461 4,367 3,583 784

増減 △2,046 △3,814 △3,031 △783
資料 農林水産省「農業協同組合等現在数統計」
（注） 増加および減少は延べ数である。

第1表　 組合数の増減要因（1995～2015年）
（単位　組合）
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農協法の規定を満たさなくなったため解散を
余儀なくされた組合の数を表している。

3　 進路の例示 1
―別組織での事業継続―

専門農協の事業を発展的に継続するうえで
選択肢のひとつとなる進路は、組合と異なる
形態で存続し続けることである。次に２つの
パターンを挙げる。
第１は、多くの組合員が参加して農事組合

法人や株式会社（以下「法人」）を設立した後、
組合員の減少を理由に組合を解散し、組合の
事業を法人に引き継ぐ場合である。例えば農
業者である組合員が、農業経営の規模拡大を
迫られるなか、個別経営を貫くことが困難に
なり、組合員間で法人を立ち上げ、法人が組
織的に生産を行う。組合員数が減少し続け、
15人に満たなくなった時点で解散を余儀なく
され、元組合員で構成された法人が組合の業
務を引き継ぐ例が散見される。
第２は、少数の農業経営体の経営規模が拡

大する一方で、他の農業経営体は零細で次第
に生産活動を中止するなどして組合員数が減
少し、組合の維持が困難となる場合である。
ある事例では、経営規模を拡大した経営体が
組合の事業を内部化した。具体的には、組合
の事業をリーダー的人物が立ち上げていた法
人が引き継ぎ、組合は組合員数の減少を理由
に解散した。
なお、この２つの事例は、既存の法人が組

合解散後の受け皿となって組合の事業を引き
継いでいる。しかし、17年に農協法が改正さ
れ、組合を解散せずとも組織形態を株式会社
や一般社団法人などに変更することが可能と
なった（同法第４章）。その点では、現在は必
ずしも組合を解散してその事業を別組織に引
き継ぐ必要性はなくなっている。

4　 進路の例示 2
―組合と法人による両輪展開―

進路の第２は、組合員によって設立された
法人の経営規模を拡大しながら組合も維持し、
組合と法人が両輪となって歩む例である。
この例では、組合員が法人を作り、生産法

人として農業経営の効率性を発揮するととも
に、組合員は法人の役職員として生産活動に
従事しながら組合員資格を保持し続ける。生
産を行う法人が経営規模を拡大し、被雇用者
が増加すれば、彼らが組合員となることで組
合員が増加する余地も広がる。専門農協は販
売や購買事業に注力し、組合員は組合と関係
の深い法人で農業生産活動にいそしむことが
可能となる。もちろん要件を満たす限り、こ
の法人と関係のない農業者も組合員であり続
けること、新たな組合員となることは一向に
構わない。
進路の第１の例と比べて進路の第２の例は

少ない。しかし、法人が経営規模を拡大しな
がら、組合もその法人を支援する事業を行い、
相互に補完し合いながら事業を継続すること
は専門農協の進路のひとつとして挙げられる
のではないだろうか。

5　組合員に求められ続ける専門農協を
組合員数が減少中の専門農協が多いと推察

されるなか、組合員数が15人未満となる懸念
を持つ組合も存在するはずである。
本稿で紹介したのは、そうした事態に直面

した組合、あるいは将来的に直面しそうな組
合の事例である。例示は少数であるものの、
専門農協の活動が引き続き生産者に支持され、
継続していくための参考となることを願って
いる。

（わかばやし　たかし）
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